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Ⅰ- １．本調査の⽬的
みどりの⾷料システム戦略のイノベーション創出に向けた検討

みどりの⾷料システム戦略

農業の環境負荷低減を⽬指す「みどりの⾷料システム法」が本年5⽉に交付、7⽉1⽇から施⾏。
また6⽉21⽇には、みどりの⾷料システム戦略に⽰された2050年⽬標に加え、2030年⽬標を公表。

2030年⽬標として⽰された化学農薬使⽤量（リスク換算）10％低減、化学肥料使⽤量20％低減などを実現
するためには、環境負荷低減に取り組む⽣産者等への⽀援のほかに、新技術の開発、普及策、導⼊⽀援施策など
の検討が必要であるため、本事業では14のKPIに関する、国内外における技術開発動向や我が国の戦略検討に
向けた調査を実施。

出典:農林⽔産省「みどりの⾷料システム戦略」 出典:農林⽔産省みどりの⾷料システム戦略本部第8回資料
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調査の流れ

Ⅰ- ２．調査の進め⽅

最先端の情報について概要調査
• 「みどりの⾷料システム戦略」のKPIに関連
する技術の開発動向等について、国内外
の⽂献、WEB情報等をもとにした概要調
査を実施します。

アドバイザリーボード・専⾨家ヒアリング
• 調査内容について、アドバイザリーボード委
員から助⾔を頂き、調査に反映します。

• 特に専⾨家ヒアリングは、概要調査と同時
並⾏で進めていきます。

海外専⾨家ヒアリング
• WEB調査、当該機関への電話・メール等に
よるヒアリング調査のほか、必要に応じて海
外調査会社を通じた現地ヒアリング等も実
施します。

STEP
①

STEP
②

STEP
③

報告書のとりまとめ
• アドバイザリーボードからの助⾔や調査結果
等を反映させた上で報告書を最終化します。

• 国内外の制度の⽐較など、整理・分析を⾏
います。

STEP
④

本事業では⽇本のポジショニング検討や今後の戦略検討に資する情報を収集するため、国内外における技術開発
動向や社会実装促進に向けた調査を実施。

KPIに関連する国内外の研究開発・制度・社会実装に向けた動向を調査

実施スケジュール

時期 アドバイザリーボード 調査
8⽉ 概要調査

9⽉ 第1回
調査の⽅向性への助⾔
（調査の深堀り等の助⾔）

詳細調査

10⽉

11⽉ 第２回
概要調査報告、詳細調査内容確認

12⽉

1⽉
分析・とりまとめ

2⽉

3⽉ 第３回
報告書案の提⽰、検討
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Ⅰ- ３．調査の⽅向性

みどり戦略KPI 関連技術

a.温室効果ガス
削減

b.化学農薬使⽤
量（リスク換
算）50％低減

①農林⽔産業ゼロエミッション化
②農林業機械・漁船の電化・⽔素化
③化⽯燃料を使⽤しない園芸施設への完全移⾏
④我が国の再エネ導⼊拡⼤に歩調を合わせた、農⼭漁村における再エネの導⼊
⑤⽜のメタンガス削減技術
⑥ブルーカーボン
⑦バイオ炭

⑧ＡＩ・ＩＣＴ技術を活⽤した病害⾍発⽣予察、⼟壌病害の発病可能性診
断、バイオスティミュラント、ＲＮＡ農薬、⼟壌くん蒸剤の利⽤動向・代替技術
等

e.⾷品産業
⑪事業系⾷品ロスを2000年度⽐で半減
⑫⾷品製造業の労働⽣産性を3割以上向上
⑬飲⾷料品卸売業の売上⾼に占める経費の割合を10％に縮減
⑭⾷品企業における持続可能性に配慮した輸⼊原材料調達の実現

f.林業分野 ⑮林業⽤苗⽊のうちエリートツリー等が占める割合を3割に拡⼤・⾼層⽊造の技術の確⽴・⽊材
による炭素貯蔵の最⼤化

g.⽔産分野
⑯漁獲量を2010年と同程度まで回復
⑰ニホンウナギ、クロマグロ等の養殖において⼈⼯種苗⽐率100％を実現・養⿂飼料の全量を配
合飼料給餌に転換

研究開発⼿法

a.スタートアップ育成  海外のSBIR制度等の成
功要因

b.ESG投資
 研究開発分野へのESG

投資、環境ファイナンスの
規模

c.プラットフォーム  異分野において成功してい
るデータプラットフォーム

⻩⾊枠は重点調査テーマ

本事業では各KPIに関する、国内外における技術開発動向や我が国の戦略検討に向けた調査を実施。

c.化学肥料使⽤
量３０％低減

d.有機農業（耕
地⾯積の）
25％に拡⼤

⑨⼟壌診断・⽣育診断による適正施肥、局所施肥、ペレット堆肥、資源循環
（下⽔からのリン回収等）、⼟壌微⽣物・緑肥の活⽤、少肥適⽤品種 等

⑩除草ロボット、品種開発（特にダイズ）、センシング・データ活⽤（センサー、画
像認識、フェノタイピング、地中のリアルタイムセンシング）、循環型⽣産システム
等

技術戦略  農林⽔産・⾷品分野での技術戦略の策定状況




